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はじめに 
 

本手法は、公営住宅整備事業等補助要綱に定める、公営住宅整備事業のうち、公

営住宅等の建設等について、学識経験者の意見を取り入れながら、費用対効果分析

の評価手法について検討し取りまとめたものである。 
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１．背景 

 これまで公営住宅整備事業は、「公営住宅整備事業の新規事業採択時評価手法の解説（平成 11 年

4 月） 公共住宅事業者等連絡協議会」にもとづき総合的な観点から評価が行われてきたが、その後、

「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編） 国土交通省 平成 21 年 6 月」（以下、「技

術指針」という。）の策定、及び、フローの住宅建設からストック重視への政策転換を踏まえた公営住

宅等長寿命化計画策定指針の策定（国土交通省住宅局住宅総合整備課 平成 21年 3月）など、住宅政策

の基本的な方向が変化している。これらの状況変化を踏まえ、費用対効果分析の評価手法を見直す必要

が生じている。 

 

（１）公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）国土交通省 平成21年6月 

本指針では、用地費を機会費用として計上することの必要性や、評価期間以降の残存価値の取扱い、

評価の対象期間を耐用年数等を考慮して定めることとする等が、新たに示されることとなった。 

 

（２）公営住宅等長寿命化計画の取組み 

ストック重視の社会的背景のもと、公営住宅分野については、厳しい財政状況下において、更新期

を迎えつつある老朽化した大量の公営住宅の効率的かつ円滑な更新を行い、公営住宅の需要に的確に

対応することが地方公共団体の課題となっている。公営住宅の効率的かつ円滑な更新を実現するうえ

で、公営住宅の長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくことが重要である。 

公営住宅においては、点検の強化及び早期の管理・修繕によりコストの削減を目指すため、公営住

宅等長寿命化計画の策定及びこれに基づく予防保全的管理、長寿命化に資する改善を推進していくた

め、平成 21 年 3 月、「公営住宅等長寿命化計画策定指針」が策定された。 

平成 26 年度以降、公営住宅整備事業及びストック総合改善事業の実施にあたっては、公営住宅等

長寿命化計画に位置付けることが要件化されている。 

さらに、平成 27 年度改訂版では、「インフラ長寿命化基本計画」（インフラ老朽化対策の推進に関

する関係省庁連絡会議 平成 25年 6月）や、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（平成

26 年 5 月）の内容も踏まえ、公営住宅等の需要の見通しに基づき、将来のストック量を推計した上で、

団地敷地の立地環境の社会的特性（需要・効率性・立地）や住棟の物理的特性（躯体・避難の安全性に

係る改善の可能性）及びライフサイクルコストの改善効果を踏まえて住棟の事業手法（用途廃止、建替、

全面的改善、個別改善、修繕対応）を選定することを求めている。（参考１及び参考２参照） 
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２．考え方 

 

上述の公営住宅等整備事業の置かれた状況を踏まえ、以下のとおり評価手法の見直しに当たっての

考え方を整理する。 

○ これまで、新規事業採択時評価については、居住水準向上効果を貨幣価値換算したB/Cと安全確保

や福祉的役割等の多様な効果を加味した総合判定により評価していたが、平成27年度版の長寿命化

計画策定指針において、現在の公営住宅の事業方針（建替、ストック改善、維持管理等の事業手法

とその必要性）の判定プロセスでは、以下の観点を踏まえたものとなっている。 

① 長寿命化を図るため、改善が可能なものは原則として改善することとしており、物理的に改善

できないものや改善よりも建替えの方が効率的な場合に建替えを選択することとなっている 

② ニーズや安全性等の確保、まちづくりの関係性等も含めて、事業の必要性や手法を判定する 

以上のとおり、事業方針として建替事業の必要ありと判定されるものは、その必要性が、費用便益

分析以外のプロセスにより決定されることとなっている。 

技術指針では、新規事業採択時評価による費用便益分析は、「事業を実施する場合（With）」と「事

業を実施しない場合（Without）」を比較して行い、事業全体の投資効率性を評価するとされている

が、公営住宅の建替事業に係る上記の判定プロセスを踏まえると「事業を実施しない場合

（Without）」を「建替事業を実施せずに従前の住宅をそのまま管理する場合」として比較対象とみ

なすことは、住宅としての機能を満足しないものの管理を肯定することとなってしまう。 

そのため、建替事業の費用便益比分析においては、従前住宅は必然的に用途廃止されたものとみな

し、新規建設と同様に扱うこととして、建替え後住宅の投資効率性を評価する方法によるものとす

る。 

○ 費用には用地の機会費用を含むその整備・管理に要する費用を計上する。便益は当該整備された公

営住宅の帰属家賃及び評価対象期間終了時の土地・建物の残存価値を便益とし、便益を費用で除し

て得られる費用便益比で評価する。 

○ 見直し後の費用便益比（B/C）の算定は、事業効率性を確認的に行うためのものではあるが、帰属

家賃の算定における土地部分の家賃算定基礎額として固定資産税評価額を用いた近傍同種家賃※１を

用いる以上、地価の安い地方部を除き1.0を越えることは困難であることから、算定されたB/Cの値

については、補足的に以下の評価を加えることを検討する。 

 ① 地価と使用容積率に応じたB/Cの目安を示し、効率的でない建築計画の場合には再検討を促す。 

 ② 建替事業については、従前住宅が用途廃止されることから新規事業として扱われるが、withの

B/Cを、建替えを行わない場合のものとして「イ：市場家賃で借り上げた場合のB/C」又は「ロ：

現行のストックをそのまま管理する場合のB/C」と比較し、B/Cが改善していることを確認する。 

※１：公営住宅法第 16 条に規定された近傍同種の住宅の家賃。公営住宅の家賃は、入居者の収入及び公営住宅の立地

条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、かつ、近傍同種の住宅の家賃以下で、政令で定めると

ころにより、事業主体が定めることとしている。そのため、近傍同種家賃が家賃の上限となる。具体的な算定方

法は、不動産鑑定評価の積算法を参考として、公営住宅法施行令第３条に規定され、市場家賃相当とされてい

る。  
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３．適用範囲 

（１）評価対象事業  

・平成27年度に改訂された公営住宅等長寿命化計画策定指針に基づいて事業手法を選定した、公営

住宅整備事業 

 （上記以外の公営住宅整備事業においては、引続き「公営住宅整備事業の新規事業採択時評価手

法の解説」（平成11年4月）により評価する。） 

（２）評価の単位 

・団地単位とする。（工区単位でも可とするが、団地全体の評価を併せて確認すること。） 

（３）現在価値化の基準年次 

・事業採択（予定）年度とする。 

（４）評価対象期間 

・施設の整備に要する期間（以下、「整備期間」という。）及び施設の供用開始から公営住宅法施行

令第12条に定める耐用年限の終了年までとする。 

（５）社会的割引率 

・「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編） 平成 21年 6月 国土交通省」に基づ

き、社会的割引率は４％とする。 
 
４．費用（C）の算定 

４－１ 算定の範囲 

算定すべき費用の範囲は、公営住宅整備事業のうち共同施設等（児童遊園、集会所、広場及び緑

地、通路）を除く公営住宅の整備に要する費用とする。 

４－２ 費用の内容 

（１）用地費 

・新規に取得する用地費を計上する。建替事業であっても、建替に要する土地（集会所等の共同施設

に係る敷地や余剰地等を除く）を市場価格により、評価時点に新たに取得したとみなして計上する。

用地費の市場価格の評価が困難である場合、用地費の市場価格＝固定資産税評価額÷0.7 とする。 

（２）建設費 

・駐車場の整備を含む公営住宅の建設に要する費用。 

（３）修繕費   

・評価対象期間中の公営住宅の修繕費として、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 27 年度改訂

版）におけるライフサイクルコストの算定手法にもとづいて算定された修繕費を計上する。なお、

建替事業であっても新規建設と同様に扱うため、従前の住宅を建替えなかった場合の修繕費の控

除は行わない。 

（４）その他の事業コスト 

・設計費及び事務費について費用として計上する。なお、建替事業であっても新規建設と同様に扱う

ため、除却・廃棄費用、仮住居の借上げ費用、移転費用などは計上しない。 
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（５）将来修繕費 

・評価対象期間の終了年の翌年に、評価対象期間以降の将来修繕費を計上する。但し、将来修繕費＝

供用開始から耐用年限の終了年までに要する修繕費の年平均額÷0.04 とする。 

 

供用開始から耐用年限の終了年までに要する修繕費の年平均額：a 

初項＝a ×１/（1+0.04） 

公比：r＝1/（1+0.04） 

無限等比級数の和として、a ×{１/（1+0.04）}×{１/（１－１/（1+0.04））}＝a/0.04 

４－３ 費用の現在価値化 

 前記の費用項目毎に費用を計測し、その発生時期を想定し、評価対象期間の年次別費用をもとに割

引率を用いて基準年次における費用の現在価値を次式により算出する。 

 

 
 

ただし ｎ：評価対象期間        i：社会的割引率 

Cｔ：t 年次の費用 
（t=0※：用地費+建設費+事業コスト、t=1※～n：修繕費、t=n+1：a/0.04） 
 ※ 基準年次から供用開始まで 1 年の場合 

 

５．便益（B）の算定 

５－１ 便益の範囲 

・ 算定すべき便益の範囲は、公営住宅による家賃収入及び駐車場収入のみとし、余剰地等における

売却益や地代等の収入は範囲に含めない。(建替事業で余剰地が生じる場合には、費用側に計上

する用地費から控除する。) 

５－２ 便益の内容 

（１）家賃 

・ 市場家賃相当額として、公営住宅法第 16 条に規定する近傍同種の住宅の家賃（以下、「近傍同種

家賃」という）を適用する。なお、建替事業であっても新規建設と同様に扱うため、従前の住宅を

建替えなかった場合の家賃の控除は行わない。 

（２）駐車場収入 

・近傍同種の月極駐車場の利用料を計上する。 

（３）建物の残存価値 

・耐火構造又は準耐火構造は建設費の２割、木造（耐火構造及び準耐火構造を除く）は建設費の１割

を残存価値として、評価対象期間の終了年の翌年に計上する。(公営住宅法施行令第 22 条の規定に

よる) 

C=ΣCt/(1＋i) 
ｔ=0 

n+1 ｔ 
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（４）用地の残存価値 

・評価時点の価格を残存価値として、評価対象期間の終了年の翌年に計上する。 

５－３ 便益の現在価値化 

 前記の費用項目毎に費用を計測し、その発生時期を想定し、評価対象期間の年次別便益をもとに割

引率を用いて基準年次における便益の現在価値を次式により算出する。 

 

 
 

ただし ｎ：評価対象期間      i：社会的割引率 

Ｂｔ：t 年次の便益  （t=1※～n：賃料、t=n+1：残存価値） 
※ 基準年次から供用開始まで 1 年の場合 

 

６．費用便益分析 

６－１ 分析方法 

・費用対効果の分析は、社会費用便益比 CBR（B/C）により行う。 

６－２ 費用便益比の評価 

・社会的割引率 4％を前提として、B/C≧0.8 を目標とする。B/C＜0.8 の場合は、建築計画について

配置、戸数等の妥当性を検証する。 

【参考】地価別にみた、B/C≧0.8 達成に必要な使用容積率 

下記は、下表の条件において、B/C≧0.8 を達成するために必要な地価と住宅用途における使用容

積率を試算し、グラフ化したもの。 

構造 RC 造 近傍同種家賃算定における 

戸当り専用床面積 55.1 ㎡/戸  建物基礎価格に対する利回り 3％/年 

戸当り平均床面積 75.4 ㎡/戸 土地基礎価格に対する利回り 3％/年 

建設費 1,582 千円/戸  
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 ｔ 

使用 

容積率 

（％） 

※戸当た

り平均床

面積ベー

ス 

地価(万円/㎡) 

9.3 万円/㎡ 115.0 万円/㎡ 37.0 万円/㎡ 
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構造 木造 近傍同種家賃算定における 

戸当り専用床面積 55.1 ㎡/戸  建物基礎価格に対する利回り 3％/年 

戸当り平均床面積 75.4 ㎡/戸 土地基礎価格に対する利回り 3％/年 

建設費 1,373 千円/戸  

 

・上記の妥当性を検証してもなお、B/C＜0.8 となる場合、「イ：民間住宅を市場家賃で借り上げた場

合の B/C」又は「ロ：現行のストックをそのまま管理した場合の B/C」と比較し、B/C が改善して

いることを確認する。なお、イ及びロの B/C の算定は、技術指針にもとづき、以下の費用・便益

によるものとする。 

 

イ：民間住宅を市場家賃で借り上げた場合 

（評価期間：比較元の耐用年限） 

ロ：現行ストックをそのまま管理した場合 
（評価期間：現行ストックの残耐用年数） 

費用 便益 費用 便益 

・借上げ住宅の市場

家賃（事業主体が建

物所有者に支払う家

賃） 

・近傍同種家賃 ・用地費(機会費用) 

・建物の複成価格 

(公営住宅法施行令第 3

条に規定するもの) 

・修繕費 

・将来修繕費 

・近傍同種家賃 

・建物の残存価値 

・用地の残存価値 
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６－３ 結果のとりまとめ  

・費用対効果分析の結果は、下記の様式にとりまとめるものとする。 
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参考１：公営住宅等長寿命化計画の策定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

５．公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 事業主体が管理する全ての公営住宅等について、団地別・住棟別状況の把握を行い、公営住宅

等の事業手法を定める。 

（１）対象とする公営住宅等を記述 
（２）団地別・住棟別状況の把握 
（３）団地別・住棟別活用計画 

４．長寿命化に関する基本方針の設定 

（１）ストックの状況の把握及び日常的な維持管理の方針 
（２）長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

１．公営住宅等長寿命化計画の背景・目的の整理 

２．計画期間の設定 

長寿命化計画の期間を設定する。（10 年以上） 

３．公営住宅等の状

況の把握・整理 

８．改善事業の実

施方針の設定 

以下の区分に従っ

て定める。 

【安全性確保型】

【 長 寿命 化 型 】 
【 福 祉対 応 型 】

【居住性向上型】 

９．建替事業の実

施方針の設定 

公営住宅等に限ら

ず、地域の実情に

応じて、他の住宅

についても定め

る。 

６．点検の実施方

針の設定 

全ての公営住宅等

を対象として、定

期点検や日常点検

等の実施方針を定

める。 

７．修繕の実施方

針の設定 

全ての公営住宅等

を対象として、計

画修繕等の実施方

針を定める。 

11．長寿命化に向けたライフサイクルコストとその縮減効果の把握 

計画的な維持管理による効率的、効果的な長寿命化の取組を進めるため、 

① 長寿命化型改善事業、全面的改善事業を実施する公営住宅等については、ライフサイクル

コストの縮減効果を算出する。 

② 公営住宅整備事業等を実施する公営住宅等を対象としてライフサイクルコストを算出す

る。 

10．長寿命化のための維持管理計画（住棟単位の事業予定一覧の作成）の作成 

次の様式１～３により、計画期間における上記 6～9 の方針に基づき、公営住宅等の整備、改

善等に係る実施計画を作成する。 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 
【様式２】新規事業及び建替事業の実施予定一覧 
【様式３】共同施設（集会所、遊具等）に係る計画修繕、改善事業、建替え事業の実施予定一

覧 

建替 用途 

廃止 
全面的

改善 

個別 

改善 

修繕 

対応 

維持管理 
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参考２：事業手法の選定フロー （公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 27年度改訂版）より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②１次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮
．
設定 

②-2 住棟の現在の物理的特性等による改善の必要性・可能性 ②-1 団地敷地の現在の立地環境等の社

会的特性を踏まえた管理方針 
必要 不要 

可能 不可能 

居住性に係る 
評価項目の決定 

必要 不要 

躯体・避難の 
安全性に係る改善 

の必要性 

ⅰ）～ⅲ）

全てが活用

に適する 左記以外 

居住性に係る
改善の必要性 

④３次判定：計画期間における事業手法の決定 

④-2 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

③２次判定：１次判定において管理方針等の判断を留保する団地・住棟の管理方針等の仮
．
設定 

④-4 計画期間における事業手法の決定及び「公営住宅等長寿命化計画」の作成【10 年以上】 
・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10 年以上）内における最終的な事業手法を決定し、長寿命化計画を作成する。 

・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえた改善内容を考慮し、全面的改善か個別改善かを決定する。 

建替 全面的改善 用途廃止 個別改善 修繕対応 

問題あり 問題なし

④-1 集約・再編等の可能性を踏まえた団

地・住棟の事業手法の再判定 
 

・計画期間内の建替対象を判定する。集約や再

編等により活用する可能性のある団地等は、

効率的な事業実施のための検討を行い、必要

に応じて事業手法を再判定する。あわせて、

効率的な事業実施等に向けた総合的な検討を

行う。 

③-2 

③-1 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 改善 優先的な改善 優先的な建替 

当面管理する団地 

（建替を前提としない） 
当面維持管理 

改善し、 

当面維持管理 

優先的に改善し、 

当面維持管理 
優先的な用途廃止 

②-2 

②-1 
改善不要 

改善が必要 

(＋改善対象の決定) 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

(＋改善対象の決定) 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 改善 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

継続管理について 

判断を留保する団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

改善、 

又は用途廃止 

優先的な改善、優

先的な建替、又は

優先的な用途廃止 

優先的な建替、 

又は 

優先的な用途廃止 

■ 事業実施時期の調整 

・事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、事

業実施時期を調整し、その後に問題がないか確認を行う。 

■ 事業費の試算 

・中長期的な期間（例：30 年程度）のうちに想定される建替、改善に係る
年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 

【Ｂグループ】 

③-2 将来のストック量を踏まえた管理方針等の決定 
・将来のストック量を踏まえ、「継続管理する団地」又は「当

面管理する団地（建替を前提としない）」のいずれかとし

て判定を行う。さらに、事業手法を仮設定する。 

【Ａグループ】 
③-1当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮

．
設定 

・今後、計画期間内の建替事業量を試算し、優先的に建替を実施す

ることが可能か否かを判断する。計画期間内の優先的な建替が困

難な場合は、改善を実施した上で建替時期を調整する。 

事業実施時期の決定 ＋ 年度別事業費の設定 

④-3 団地の建替や用途廃止等の長期的な管理の見通しの作成【30 年】 
全団地・住棟の供用期間、事業実施時期等を示した概ね 30 年程度の長期的な管理の見通しを作成する。 

躯体・避難の 
安全性に係る改善

の可能性 

ⅰ）需要 
ⅱ）効率性 
ⅲ）立地 

①公営住宅の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】 


